
６ 三重県人権教育基本方針 改定案（中間案）について 
 
１ 改定の経緯 

  平成 11 年に策定した三重県人権教育基本方針は、県教育委員会としての

人権教育に関する基本的な推進方針を示すもので、これまで、平成 21 年に

第１回の改定を行っています。 

  現在、社会情勢の変化等から様々な人権課題が生じており、それらに対

応するため、平成 27年 12月に三重県人権施策基本方針が改定されました。

三重県人権施策基本方針との整合性を図りつつ、教育を取り巻く情勢の変

化に対応できるよう、三重県人権教育基本方針の改定を行います。 

 

２ 改定にあたって 

小中県立学校の教職員や市町教育委員会の職員、有識者等で構成する三

重県人権教育基本方針改定検討委員会で協議を重ねるとともに、文部科学

省が設置した「人権教育の指導方法等に関する調査研究会議」の委員であ

る大阪教育大学の森実教授より専門的な見地から指導・助言をいただき、

改定作業を進めています。 

 

３ 改定のポイント 

  いじめや虐待などの「子どもの人権」に係わる問題、ＤＶなどの「女性

の人権」に係わる問題などが深刻化しているとともに、性的マイノリティ

の人権保障にむけた対応の必要性が高まっています。また、部落問題や「障

がい者の人権」に係わる問題、「外国人の人権」に係わる問題についても、

依然、取り組むべき課題が生じていることから、引き続き「個別的な人権

問題」として位置づけます。さらに、貧困や災害、拉致問題などの人権問

題も重要性が高まっていることから、今回の改定において新たに位置づけ

ます。 

  平成 25 年度に実施した「人権問題に関する教職員意識調査」の結果から

明らかになった「若手教職員の力量の向上」や「職場内ＯＪＴの促進」な

どの課題への対応についても、「教育関係者の取組」として追記します。 

 

４ 中間案の内容 

 ・構成は、【別紙１】のとおりです。 

 ・内容は、【別紙２】のとおりです。 

 

５ 今後のスケジュール 

10 月上旬   関係団体意見聴取（中間案） 

10 月中旬～11 月中旬 パブリックコメント 

  １月   最終案取りまとめ 

  ２月上旬   関係団体意見聴取（最終案） 

３月上旬   教育委員会定例会  最終案の説明 

  ３月 13 日  教育警察常任委員会 最終案の説明 

  ３月下旬～  公表・周知 
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三重県人権教育基本方針 改定案（中間案）の構成 

 

Ⅰ 基本的な考え方 

  ・人権教育の定義 

・県教育委員会のこれまでの取組 

・人権教育推進にあたっての基本的な考え方 

・県教育委員会の今後の取組 

 

Ⅱ 人権教育の目的 

  ・目的 

   ・目的を達成するための３つの目標 

 

Ⅲ 個別的な人権問題に対する取組 

・部落問題を解決するための教育 

・障がい者の人権に係わる問題を解決するための教育 

・外国人の人権に係わる問題を解決するための教育 

・子どもの人権に係わる問題を解決するための教育 

・女性の人権に係わる問題を解決するための教育 

  ・様々な人権に係わる問題※を解決するための教育 

※高齢者、患者、犯罪被害者、アイヌ民族、刑を終えた人・保護観察中の人、性的マイノリティ、
ホームレス等の人権に係わる問題、インターネットによる人権侵害、災害と人権、貧困等に係
る人権課題や北朝鮮当局による拉致問題等 など 

 

Ⅳ 人権教育推進方策 

  ・「人権感覚あふれる学校づくり」 

・「人権尊重の地域づくり」 

・「教育関係者の取組」 

 

Ⅴ 附則 

  ・次回の改定時期 

 

【別紙１】 
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三重県人権教育基本方針 改定案（中間案） 

Ⅰ 基本的な考え方 

国際連合では、1948 年の世界人権宣言以降、全世界からあらゆる差別や人権侵害を

なくすため人権に関する多くの条約等を採択し、人権が尊重される社会の実現に取り

組んでいます。採択された条約等では人権教育を「知識の共有、技術の伝達、及び態

度の形成を通じ、人権という普遍的文化を構築するために行う、教育、研修及び情報」

と定義しています。このように国際社会では、「人権教育は人権が尊重される社会の

実現へ本質的な貢献をなすものである」というコンセンサスが広く定着しつつありま

す。また、国においては、人権教育・啓発の重要性から、「人権教育及び人権啓発の

推進に関する法律」を定め、その施策の実施について、国及び地方公共団体の責務と

しています。 

三重県教育委員会はこれまで、世界の人権教育と国際的な人権に関する条約等に学

ぶとともに、「人権が尊重される三重をつくる条例」のもと「人権に関する問題への

取組を推進し、不当な差別のない、人権が尊重される、明るく住みよい社会の実現を

図る」ため、同和教育の理念や成果を重要な柱とする人権教育を推進してきました。 

具体的には、「差別の現実から深く学ぶ」という原則のもとに、自分と重ねて人権

問題をとらえることを大切にし、単なる心がけだけではなく社会を変えていく具体的

行動につなぐことをめざしてきました。また、その取組にあたっては、一人ひとりが

抱える生活課題や悩みから出発して、仲間づくりを進め、自分自身に誇りをもち、自

分らしく生きることができるよう、学力保障や進路保障を柱として進めてきました。 

 人権教育の推進にあたっては、その基盤として、教育・学習の場そのものが人権尊

重の精神に立った環境でなければなりません。そのためには、差別を受ける当事者の

意見や思いを聴き、当事者の立場に立って考えること、人権教育の重要な要素である

教育関係者自身が確かな人権感覚を身に付けることが必要です。 

 さらに、家庭、幼稚園等・学校（以下「学校」という。）、地域など、それぞれの

場で多様な機会をとらえて人権教育を実施するとともに、学校、社会教育機関、教育

委員会のほか、社会教育関係団体、民間団体、公益法人などの各実施主体がその担う

べき役割をふまえ、相互に有機的な連携・協力関係を一層強化し、総合的かつ効果的

に人権教育を推進することが重要です。県民一人ひとり、ＮＰＯ、地域団体、市町、

県などの多様な主体が、互いの力を認め合い、地域の資源を生かすといった視点と、

みんなで協働して公の取組を進めていくという考え方をもち、個々の取組を着実に進

めていくことが求められています。 

 三重県教育委員会は、これまでの取組を検証し、成果を継承・発展させ、社会的に

不利な立場にある人の人権は侵害されやすいという現実をふまえ、常に被差別の視点、

人権侵害を被っている人々の視点に立ち、様々な人権問題を解決するため、国際条約、

日本国憲法や「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」などに基づき、学校教育

や地域における社会教育を通して県全体の人権教育の総合的推進を各主体と協働し

ながら、積極的に進めていきます。 

【別紙２】 
※下線は新規に追記又は修正した部分です。 
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Ⅱ 人権教育の目的 

 人権教育は、総合的な教育であり、すべての教育の中で行われるものであるとの基

本的認識のもと、「自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力」

を育み、人権文化を構築する主体者づくりをめざします。 

 上記の目的を達成するため、以下の３点を目標とします。 

●人権についての理解と認識を深める。 

一人ひとりが、人権の意義とその重要性についての正しい知識を十分に身に 

付ける。 

●人権を尊重する意欲や態度、技能を育てる。 

一人ひとりが、日常生活の中で人権尊重の考え方に反するような出来事をお 

かしいと思う感性や、人権を尊重する姿勢が、その態度や行動に現れるよう人 

権感覚を十分に身に付ける。 

●一人ひとりの自己実現を可能にする。 

一人ひとりが、自尊感情を高め、自他の価値を認め、尊重しながら、進路を 

主体的に切り拓くことができる力を身に付ける。 

 

Ⅲ 個別的な人権問題に対する取組 

 一人ひとりが、人権問題の解決を自分の課題としてとらえ、状況を変えようとする

具体的な行動に結びつく教育・学習の充実を図るため、以下の個別的な人権問題を解

決するための教育を積極的に推進します。 

●部落問題を解決するための教育 

●障がい者の人権に係わる問題を解決するための教育 

●外国人の人権に係わる問題を解決するための教育 

●子どもの人権に係わる問題を解決するための教育 

●女性の人権に係わる問題を解決するための教育 

●様々な人権に係わる問題※を解決するための教育 

※様々な人権に係わる問題とは、高齢者、患者、犯罪被害者、アイヌ民族、刑を

終えた人・保護観察中の人、性的マイノリティ、ホームレス等の人権に係わる

問題、インターネットによる人権侵害、災害と人権、貧困等に係る人権課題や

北朝鮮当局による拉致問題等 などです。 

 

Ⅳ 人権教育推進方策  

＜人権感覚あふれる学校づくり＞ 

 「人権感覚あふれる学校づくり」とは、幼児・児童・生徒（以下「子ども」という。）

の望ましい人間関係を形成し、人権尊重の意識と実践力を養うため、教科等指導、生

徒指導、学校経営などの教育活動全体を通じて一人ひとりの存在や思いが大切にされ

る学校をつくることです。そのための観点として以下の取組を位置づけ、市町教育委
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員会等、多様な主体と協働しながら取り組みます。 

 

１ すべての学校において、教育的に不利な環境のもとにある子どもの学力を向上さ

せることで、すべての子どもの学力・進路を保障する取組の充実を図り、子どもの

将来が経済的・社会的な事情に左右されないよう学校づくり・環境づくりを進めま

す。 

(1) 子どもを権利の主体として尊重し、いのちとくらしを守る基盤を保障する取組

を進めます。 

(2) すべての子どもが、自分自身の生活や社会の状況を変革する行動力や、未来を

切り拓く実践力を身に付けられるよう学習活動を創造します。 

 

２ すべての学校において、子どもや家庭・地域社会の実態を的確かつ総合的にとら

え、差別を解消するうえでの課題を明らかにします。 

(1) 子どもの生活の中にある差別やいじめなど人権に関わる問題の解決に向けて

課題を明らかにします。 

(2) 子どもの生活の背景にある家庭や地域社会の実態を明らかにします。 

 

３ すべての学校において、子どもを主体とする人権教育の充実に努めるとともに、

地域ぐるみの推進体制を確立し、総合的・系統的に人権教育を推進します。  

(1) 学校教育目標の中に、人権教育の目標を明確に位置づけます。 

(2) 解決すべき課題や指導のねらいを明確にした全体計画を立て、発達段階をふま

えて系統的・日常的に取組を進めます。 

(3) 家庭、地域、関係する学校及び関係機関と密接な連携を図り、地域ぐるみの人

権教育推進体制の確立に努めます。 

 

＜人権尊重の地域づくり＞ 

 「人権尊重の地域づくり」とは、子どもが生活の基盤を置く家庭や中学校区程度の

範囲の地域において、学校での人権学習を肯定的に受容するような家庭や地域の基盤

をつくり、子どもと保護者、地域住民等が一緒になって活動に当たることを通じ、こ

れらの人々の間に人権尊重の意識が広まることです。 

 三重県教育委員会は、そのための推進体制づくりや学習活動づくり、指導者の育成

等の観点を以下のように位置づけ、市町教育委員会等、多様な主体と協働しながら取

り組みます。 

 

１ 市町と協働し、行政と地域社会が一体となった人権教育推進体制を充実し、県内

全域に取組の活性化を図ります。 

(1) すべての市町において、多様な主体による人権教育推進体制が確立できるよう

協働し推進します。 

(2) 人権教育推進のための社会教育関係者の実践力向上及び地域社会における指

導者の育成に努めます。 
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(3) 多様な主体と連携を深め、効果的な人権教育のための情報提供に努めます。 

 

２ 地域社会の実態をとらえ、課題を明確にし、内容や形態に工夫をこらした学習活

動を多様な主体と協働し推進します。 

(1) 市町と協働し、地域社会の実態を的確にとらえ、課題を明らかにします。 

(2) 地域社会における課題を克服するため、計画的・系統的な学習活動の推進を支

援します。 

 

３ 様々な学習の場における人権教育を積極的に推進します。 

(1) 市町と協働し、地域住民の自発的な学習活動意欲を喚起することで、自主的・

組織的な学習活動を促進します。 

(2) 市町の独自性を尊重しながら、地域における人権教育の拠点として、教育集会

所・公民館等がそれぞれの役割を果たせるよう協働し推進します。 

 

＜教育関係者の取組＞ 

 すべての教育関係者は人権問題に対する正しい認識を深め、差別を解消するための

自らの責務を自覚し、子どもが学習の主体であるという認識に立ち、積極的に人権教

育に取り組みます。 

①人権問題は、現在の社会の中に厳存しているという事実認識にたち、その現状

を的確にとらえます。 

②人権問題は、差別によって基本的人権が侵害されているところに本質があると

いう認識にたちます。 

③人権問題の解決は、一人ひとりが自己にかかわる課題として自覚していくこと

を通して達成されるものであるという認識にたちます。 

④人権に関する自らの意識を見つめ直し、職場の中で互いを磨き合うことにより

確かな人権感覚を身に付け、教育実践力を高める研修に努めます。 

⑤日本の社会に存在する様々な意識、慣習や制度の中に、差別を温存し助長して

いるものがあるという認識にたちます。 

⑥被差別の人々の生き方に学び、継承してきた文化について正しく理解します。 

⑦人権問題の解決のために取り組まれてきた実践や成果に学びます。 

 

 

Ⅴ 附則 

１ 本基本方針は、概ね三重県人権施策基本方針の改定に合わせ、見直していきま

す。 
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７ 平成３０年度全国高等学校総合体育大会の準備状況について 

 

１ 概 要 

平成 30年度全国高等学校総合体育大会（以下「大会」という。）の開催に向けて、

平成 28年１月 25日に設立した大会三重県実行委員会（以下「実行委員会」という。）

のもとに６つの専門部会を組織し、大会準備を進めています。 

また、競技を「する」高校生だけでなく、「支える」立場から高校生自らが企画・

準備・運営に創意工夫を行いながら取り組む、「高校生活動推進委員会」の活動を

平成 28年７月に開始しました。【別紙１：高校生活動推進委員会組織体制】 

 

２ 内 容 

（１）主な専門部会の開催状況及び今後の予定 

・競技専門部会（第１回６月 30日、第２回 10月予定） 

三重県開催競技の大会開催経費の試算、種目別大会実施要項の作成、大会役員

の養成などを検討。 

・式典専門部会（第１回５月 31日、第２回 11月予定） 

式典音楽、式典演技の内容検討、装飾の計画作成などを検討。 

・高校生活動専門部会（第１回６月８日、第２回 11月予定） 

高校生活動推進委員会の設置、今後の活動計画などについて検討。 

・「広報」「宿泊・衛生」「輸送・警備」の各専門部会は、年度内に開催予定。 

 

（２）高校生活動推進委員会の活動状況及び今後の予定 

・７月 11 日に高校生活動推進委員会準備委員会を設立し、高校生委員による 

2016中国総体の視察を実施。【別紙２：インターハイＮＥＷＳ】 

・三重県高等学校体育連盟加盟の 69 校に学校推進委員会を設置し、各学校におけ

る大会等のＰＲ活動を実施するとともに、各校独自の活動内容を検討。 

・学校推進委員会の代表で構成される地区推進委員会を県内３地区（北・中・南）

に設置し、各地区でのＰＲ活動等の企画・運営を検討。 

・各地区の代表者で構成する県推進委員会を 10 月末頃に立ち上げ、各種啓発イベ

ント（300 日前、100 日前）の企画や来県する選手に対するおもてなし内容を検

討。 

 

３ 今後の取組 

本大会の開催が、本県高等学校運動部活動の活性化と県全体のスポーツの振興

及び本県の魅力発信に繋がるよう、会場地市町や高等学校体育連盟及び各種関係

団体と連携を図り、円滑な開催準備に取り組んでまいります。 

【別紙３：競技種目別大会 競技会場・日程】 
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26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

伊勢市 三重県営サンアリーナ ◎

伊勢市 三重交通Ｇスポーツの杜
伊勢 陸上競技場

■ ● ● ● ◆

鈴鹿市 三重交通Ｇスポーツの杜
鈴鹿 水泳場

■ ● ● ◆

三重県営サンアリーナ ○ ● ●

三重県営サンアリーナ
（サブアリーナ）

● ● ●

三重交通Ｇスポーツの杜
伊勢 体育館

● ● ● ◆

三重県総合文化センター
大ホール

○

サオリーナ ● ● ● ◆

サオリーナ
（サブアリーナ）

● ● ●

津市立芸濃中学校 ● ●

鈴鹿市 三重交通Ｇスポーツの杜
鈴鹿 庭球場

○ ● ● ◆ ○ ● ● ◆

三重県総合文化センター
大ホール

○

サオリーナ ● ● ● ● ● ◆

サオリーナ
（サブアリーナ）

● ● ● ●

安濃中央総合公園内
体育館

● ●

三重県立津高等学校 ● ●

鈴鹿市 三重交通Ｇスポーツの杜
鈴鹿 体育館

● ● ●

鈴鹿市民会館 ○

三重交通Ｇスポーツの杜
鈴鹿 メイングラウンド

◆

三重交通Ｇスポーツの杜
鈴鹿 第１グラウンド

● ● ● ●

三重交通Ｇスポーツの杜
鈴鹿 第４グラウンド

● ● ● ● ●

四日市中央緑地公園
陸上競技場

● ● ● ●

四日市中央緑地公園
（人工芝１）

● ●

四日市中央緑地公園
（人工芝２）

●

伊勢フットボール
ビレッジ（Ａピッチ）

● ● ●

伊勢フットボール
ビレッジ（Ｂピッチ）

● ● ●

伊勢フットボール
ビレッジ（Ｃピッチ）

●

伊賀市 上野運動公園競技場 ● ● ●

山崎運動公園 ○ ● ● ● ◆ ○ ● ● ● ◆

熊野市総合グラウンド ● ● ● ● ● ●

津市 サオリーナ ■ ● ● ● ◆

伊勢市 三重県営サンアリーナ ○ ● ● ◆

津市 メッセウイング・みえ ■ ● ● ◆

四日市ドーム ○ ● ● ● ● ● ● ◆

新設コート ● ● ● ● ● ● ●

三滝テニスコート ● ● ●

開・閉会式
（三重県立菰野高等学校）

鈴鹿山脈一帯（三池岳、釈迦ヶ
岳、国見岳、御在所山、鎌ヶ岳）

幕営地（三重県民の森）

亀山市文化会館 ○

西野公園体育館 ● ● ● ◆

津市 津市久居体育館 ■ ● ◆

26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

バレーボール
（女子）

津市

平成３０年度全国高等学校総合体育大会 競技種目別大会 競技会場・日程(H28.6.30現在)

競技種目 会場地
市町

競技会場

7月 8月

総合開会式

陸上競技

水泳（水球）

バレーボール
（男子）

伊勢市

ソフトボール 熊野市

柔道

剣道

レスリング

ソフトテニス

ハンドボール

津市

サッカー
（男子）

鈴鹿市

四日市市

伊勢市

登山 菰野町

なぎなた

◎:総合開会式 ○:競技別開会式 ■:競技別開会式後競技
●:競技  ◆:競技後閉会式 □:閉会式

テニス 四日市市

● □■

ウエイトリフティング 亀山市

● ●

【別紙３】 
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９ 審議会等の審議状況（平成 28年 6月 3日～平成 28年 9月 14日） 
 

１ 三重県教育改革推進会議 

１ 審議会等の名称  第１回三重県教育改革推進会議 

２ 開催年月日  平成２８年７月１３日 

３ 委員 
 会 長  山田 康彦 
 副会長  藤原 正範 
 委 員   石川 博之  他９名 （出席者計１１名） 

４ 諮問事項 次期県立高等学校活性化計画（仮称）の策定について 

５ 調査審議結果 

次期県立高等学校活性化計画（仮称）を策定するにあたっ

て、①高校教育を取り巻く環境の変化や課題、②県立高等学

校の特色化・魅力化の方策、③県立高等学校の規模や配置の

考え方について審議しました。 

 

(主な意見) 

１ 高校教育を取り巻く環境の変化や課題 

・本県には幅広い産業分野があるため、さまざまな分野の人

材ニーズがある。一方で全ての産業分野で人材が高齢化し

ていることから、職人等の専門人材の育成が求められる。 

・社会はイノベーションを起こし、周囲を巻き込んで新しい

価値を提供することのできる人材を求めている。その意味

からアクティブ・ラーニングは重要なキーワードになる。 

・コミュニケーション能力については、自分が言いたいこと

を言う力よりも、相手の言いたいことを把握する力、相手

にとって重要な順序で話す力が重要であると言われてい

る。相手が何を考えているかを感じることのできる学習や

教育環境が必要である。 

・これからの高校教育には、地域のことと世界のことの双方

を考える力の育成など総合性が求められる。 

・基礎学力が定着していない大学生が増加している。基礎学

力の定着を高校教育の課題として認識するべきである。 

・特別な支援を必要とする生徒が増加していることから、こ

れらの生徒たちに対する配慮が必要である。 

 

２ 県立高等学校の特色化・魅力化の方策 

・次期活性化計画では再編統合を強調せず、活性化に重点を

おき、活性化の手法の一つとして再編統合もあるという考

え方に賛成である。 

・学校が地域を活性化していく取組を充実させていく必要が

ある。 
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・アクティブ・ラーニングや課題研究を進展させるなど、学

びの質の転換を進めるべきである。 

・国では英語教育の改革が進められている。県としても指導

方法の転換等、何らかの施策を進めていく必要がある。 

・高校生がＮＰＯ等に行き、社会の課題に直接触れる経験を

積むことが必要である。 

・高等学校の活性化を検討するにあたっては、高校生の意見

やアイデアも聴くべきである。 

・社会から求められる能力は、スポーツの中で培われるもの

が多い。高校教育においても、専門的な指導者の配置など

部活動に力を入れて欲しい。 

・次期活性化計画では中高連携についてもその方策を明確に

するべきである。 

・四日市高校では、スーパー・グローバル・ハイスクールの

取組の中で、講義と討議を組み合わせた授業を進めること

によって、生徒の学ぶ意欲の向上や質の高い理解につな

がった。教員の教え方、生徒も学び方についても今後変え

ていく必要がある。 

 

３ 県立高等学校の規模や配置の考え方 

・これまでは高等学校には一定の規模が必要という考え方が

原則であったが、現在それに加えて地域活性化の観点も求

められている。しかしながら、教育の質を確保する観点か

らは、小規模校を全て残して良いということではなく、地

域の特性と結びつけて考える必要がある。 

・子どもたち一人ひとりの自己実現や教育機会の保障が大事

である。生まれた場所によって、学校の選択肢が著しく異

なることのないようにするべきである。 

６ 備考 次回開催：第２回 平成２８年９月５日   
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１ 審議会等の名称  第２回三重県教育改革推進会議 

２ 開催年月日  平成２８年９月５日 

３ 委員 
 会 長  山田 康彦 
 副会長  藤原 正範 
 委 員   石川 博之  他９名 （出席者計１１名） 

４ 諮問事項 次期県立高等学校活性化計画（仮称）の策定について 

５ 調査審議結果 

県立高等学校活性化計画（仮称）骨子素案について審議を 

行いました。  

 

(主な意見) 

１ 県立高等学校活性化計画（仮称）の構成や基本的な考え

方について 

・安全で安心できる学びがベースである。「基本的な考え方」

において安全・安心について記述する必要があるのではな

いか。 

・子どもたちのコミュニケーション能力を向上することが重

要である。生き抜いていく力の一つとして位置づけてはど

うか。 

 

２ 県立高等学校の活性化を図るための取組について 

・アクティブ・ラーニングを推進していくためには、チーム

による教育を進めていくことやどのように評価するかと

いうことを併せて考えていくことが重要である。 

・地方創生を考えたとき、理数系人材の育成に加えて、今後

の地域リーダーとなるべき人材の育成も重要である。 

・トップクラスの育成も大事であるが、中間層の子どもたち

の将来が見えるようにしていくことも大切である。 

・特別支援教育については、小中学校との連携に関する記述

を入れるべきである。 

・産業界の一番の悩みは事業継承である。起業することも大

事であるが、今ある事業を継続していくことや伝統産業を

守っていくことも大切である。 

・小規模校に特色ある学科を設けるなど専門性を高めて、地

域の産業と結びつけていくことが重要である。 

・小学校のコミュニティ・スクールでの経験を踏まえると、

高校においても地域と共にある学校づくりを進めていく

ことが必要である。 
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・高校と地域が相互に貢献し合う関係を構築することが重要

である。 

 

 

３ 県立高等学校の規模や配置の考え方について 

・２学級の学校については、原則として分校とするという表

現では、すべての学校が残ることを保証しているように感

じるがそれで良いのか。 

・高校があってよかったと地域の人が思える取組を充実して

いくことが必要である。高校がなくなると過疎化が進むの

で対策が必要である。 

・小規模校の活性化を考えるとき、「地域と共にある学校」、

「防災拠点としての学校」、「学校を核にした地域づくり」

という視点が重要である。 

・小規模校を維持するためには一定の予算がいる。小規模校

を維持する予算を他の教育課題の解決に振り向けるとい

う選択肢もある。学校規模と財政効率について記述を検討

してはどうか。 

６ 備考 次回開催予定：第３回 平成２８年１０月２５日   
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２ 三重県地方産業教育審議会 

 

１ 審議会等の名称  第１回三重県地方産業教育審議会 

２ 開催年月日  平成２８年７月１日 

 
３ 委員 
 

 会 長 中川 雅弘 
 副会長 村田 典子 
 委 員 池村 均   他７名（出席者計１０名） 

４ 諮問事項 
三重県地方産業教育審議会の次期「審議のまとめ」

の策定について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 調査審議結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年度第１回三重県地方産業教育審議会にお

ける主な意見の報告後、次期「審議のまとめ」の策定に

向けて、視点や方向性、構成内容について審議を行いま

した。 
（主な意見） 

・人口減少について南部地域の切実な現状を示す記

述が必要である。 
 ・新しい産業が台頭していく中で、たくましく生き

るための視点が必要である。 
・三重県の産業振興のために様々な取組を進めてい

るが、人づくりは、その中でも重要な取組の１つ

である。 
・企業とのネットワーク構築による外部人材の活用

について記述する必要がある。 
・若者の三重県での就業を促すには、県内産業を知

ることが必要である。 
・最先端の設備はすぐに陳腐化するので、基礎・基

本の技術を習得するために必要となる施設・設備

を整備する方向で良い。 
 

 
６ 備考 

 
 次回開催：第２回 平成２８年９月５日 
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１ 審議会等の名称  第２回三重県地方産業教育審議会 

２ 開催年月日  平成２８年９月５日 

 
３ 委員 
 

 会 長 中川 雅弘 
 副会長 村田 典子 
 委 員 池村 均   他７名（出席者計１０名） 

４ 諮問事項 
三重県地方産業教育審議会の次期「審議のまとめ」

の策定について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 調査審議結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次期「審議のまとめ」の策定に向けて審議を行いま

した。 
（主な意見） 
・人口減少への対応が「県外への人材流出を抑制する」

ということでは寂しい感じがする。積極的な取組が

必要である。 
・今後は職業教育に関する国の動きも注視していく必

要がある。 
・職業人として、どの企業からも求められるのは素直

さ、積極性、実行力である。 
・地域産業の担い手の記述は、視点や取組でも強調し

ておく必要がある。 
・企業コンソーシアムを構築し、産学官が連携して人

材育成をすることで職業教育の幅が広がる。 
・専攻科設置の意義をもっと強調しても良いのではな

いか。 
・コンテストなどでは、生徒や教員の輝いている姿が

見える。このような機会を創出する取組が必要であ

る。 
・「審議のまとめ」の策定にあたっては、豊かな人間

性を備えた職業人の育成が重要である。 
・学び続ける姿勢を育む視点は不可欠である。 
・学ぶことはよりよい人生とよりよい社会を創るため

であることを生徒に明示することが大切である。 

６ 備考 次回開催予定：第３回 平成２８年１１月２２日 

59



      

３ 三重県教科用図書選定審議会 

 

１ 審議会等の名称  第２回三重県教科用図書選定審議会 

２ 開催年月日  平成２８年６月２８日 

３ 委員 
 会 長 藤田 達生 
 副会長 髙田 明裕 
 委 員 上田由美子 他１７名 （出席者計１２名） 

４ 諮問事項 
教科書採択における公正確保の徹底等及び平成２９年

度使用学校教育法附則第９条の規定による教科用図書の

採択について 

５ 調査審議結果 

 義務教育諸学校教科用図書無償措置法に基づき、県内

の義務教育諸学校で使用する教科用図書の採択の適正な

実施について市町教育委員会等に対し指導・助言・援助

するため、以下の（１）、（２）の審議を行いました。 
 

（１）教科書採択における公正確保の徹底等について 

審議をとおして以下の３点が確認されました。 

・教科用図書選定審議会委員及び調査員等の選任

にあたって、教科書発行者との関係について自己

申告を求めるなど、より公正性・透明性を確保す

ること。 

・教科書の調査研究の充実について、教科用図書

選定審議会及び各採択地区協議会の調査員に保

護者を入れるなど、より広い視野からの意見を反

映させること。 

・教科書発行者との関係について、教科書採択の

公正性・透明性に疑念を生じさせないように、市

町教育委員会を通じて、全ての学校・教員等に対

して指導を徹底すること。そのための具体的な方

策は、国の動向等を踏まえながら県教育委員会に

おいて適切に定めること。 

 

（２）学校教育法附則第９条の規定による教科用図書（特

別支援学級及び特別支援学校で教科書として使用

することができる図書）の参考資料について 

平成２６年度用から平成２９年度用までの「一

般図書一覧」（文部科学省発行）に、新たに登載さ

れた３８点の調査研究を行い作成した、採択する

際の資料となる「小中学校の特別支援学級及び特

別支援学校（小中学部）用教科用図書選定に関す

る参考資料（案）」について審議を行いました。 

当該参考資料は、原案のとおり承認されました。 
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４ 三重県文化財保護審議会 

 

１ 審議会等の名称  三重県文化財保護審議会 

２ 開催年月日  平成２７年７月３１日 

 
３ 委員 
 

 会 長 菅原 洋一 
 副会長 坂井 秀弥 
 委 員 林 良彦 他１６名 （出席者計１５名） 

 
４ 諮問事項 
 

平成２８年度三重県指定文化財の指定等に関する 
諮問、審議について 

 
 
 
５ 調査審議結果 
 
 
 
 

 県教育委員会から、平成 28 年度の文化財保護の取組

状況について説明した後、新たに６件の有形文化財（彫

刻２件・古文書１件・考古資料１件・歴史資料２件）を

県指定文化財とすることについて、諮問を行いました。

これら６件の有形文化財の調査を進め、次回審議会で指

定の可否について答申される予定です。 
 

 

６ 備考  次回開催予定：平成２８年１２月頃 
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５ 三重県社会教育委員の会議 

 

１ 審議会等の名称  三重県社会教育委員の会議 

２ 開催年月日  平成２８年７月２２日 

３ 委員  座長  東福寺 一郎 
 委員  伊藤 卓哉  他６名 （出席者計７名） 

４ 諮問事項 「子どもの学びや活動を支える社会教育の推進」について 

５ 調査審議結果 

平成２８年度審議テーマ「子どもの学びや活動を支える社会

教育の推進」について審議しました。 

（主な意見） 
・コミュニティ・スクールや学校支援地域本部を導入してい

る学校の中には、地域の方に日常的に学校に入っていただ

いたことにより、子どもたちが落ち着いた学校があり、導

入に取り組むことは有意義である。 
・放課後子ども教室の運営には、施設面では学校からの家庭

室、図工室、空き教室などの提供が、人材面では地域の方

の関わりが不可欠となっている。 
・普段は積極的に表に出ない友だちのお父さんなどの身近な

人が、子どもの心に響く話をしてくれることがあるので、

そうした人の関わりが増えるように地域人材の発掘をする

必要がある。 
・潜在的にボランティアの気持ちを持っている方向けの講座

を開催し、動機付けを図り、人材の発掘につなげることが

必要である。 
・学校を核としたまちづくりの視点や、どうしたら子どもた

ちが故郷を愛し戻ってくるのかという視点を、社会教育と

して考えていかなければならない。 
 
 
 

 備考  次回開催予定：平成２８年１１月頃  
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